
 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱 

制  定 平成２６年３月２６日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、私立幼稚園等が京都市の幼稚園教育の推進に果す重要な役割にかん

がみ、本市における幼稚園教育の充実及び振興に寄与することを目的とした京都市私立

幼稚園等預かり保育推進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、京都市

補助金等の交付等に関する条例（以下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等

に関する条例施行規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、次項に定めるもののほか、学校教育法及び就

学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律において使用す

る用語の例による。 

２ 次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 私立幼稚園等 幼稚園及び幼保連携型認定こども園であって、学校法人又は宗教法

人が設置するものをいう。 

⑵ 預かり保育事業 私立幼稚園等の教育活動の一環として、正規の教育時間外に園児

を当該私立幼稚園等の管理下において過ごさせることをいう。 

⑶ 通常保育日 正規の教育時間に係る保育日をいい、国民の祝日に関する法律に規定

する休日、日曜日、土曜日及び長期休業期間を除く。ただし、これらの日に正規の教

育時間として実施する行事等の登園日は通常保育日とする。 

⑷ 長期休業期間 春季、夏季及び冬季休業期間をいう。 

⑸ 一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ） 子ども・子育て支援法第５９条第１０号に規定する

一時預かり事業のうち、私立幼稚園等において実施される預かり保育事業をいう。 

（交付の対象者） 

第３条 補助金の交付対象は、その交付を受けようとする年度の５月１日時点において、

京都市内において私立幼稚園等を設置する者（以下「設置者」という。）であって、第

４条に掲げる要件を満たす預かり保育事業を実施する者を対象とする。 



（補助対象事業の要件） 

第４条 補助対象となる預かり保育事業は、次の各号及び次項に該当するものとする。た

だし、正規の教育時間の前後における預かり保育については、第１号から第３号のいず

れか又はいずれにも該当する場合とし、長期休業期間における預かり保育については、

第４号及び次項のいずれかに該当する場合に限るものとする。 

⑴ 預かり保育を通常保育日の午前８時以前から正規の教育時間の開始時間まで実施し、

かつ、年度を通して週あたり４日以上実施するもの 

⑵ 預かり保育を通常保育日の正規の教育時間の終了時間から午後６時以降まで実施し、

かつ、年度を通して週あたり４日以上実施するもの 

⑶ 預かり保育を通常保育日の午前８時以前から午後６時以降（正規の教育時間を含む。）

まで実施し、かつ、年度を通して週あたり４日以上実施するもの 

⑷ 預かり保育を当該年度の長期休業期間を通して１日６時間以上（ただし、預かり保

育の実施時間の前後３０分も実施体制を整備すること。）実施し、かつ長期休業期間

中２０日以上実施するもの 

２ 長期休業期間の長期間預かり保育（前項(4)に掲げるものを除く） 

保育時間  預かり保育実施日 

１日６時間以上実施（ただし、預

かり保育の実施時間の前後３０分

も実施体制を整備すること。） 

土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律(昭
和23年法律第178号。)に規定する休日、１月２

日、同月３日及び12月29日から同月31日まで

並びに夏季休業日のうち４日間を除く日 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費は、その交付を受けようとする年度の４月１日から３月

３１日までの間に要した経費で、私立幼稚園等における前条の要件を満たす預かり保育

事業に必要な経費のうち、次に掲げる経費とする。ただし、正規の教育時間に係る経費

は対象とならない。 

 ⑴ 教材費 

 ⑵ 備品購入費 

 ⑶ 消耗品費 

 ⑷ 光熱水費 



 ⑸ 預かり保育事業に従事する者に係る人件費 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、預かり保育事業に必要と認められる経費 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ各号に掲げる額を上限と

する。 

⑴  一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）を受託しない私立幼稚園等 別表１に定める要件に

該当する額 

⑵  一時預かり事業（幼稚園型Ⅰ）を受託する私立幼稚園等 別表２に定める要件に該

当する額 

（交付の申請） 

第７条 条例第９条の規定による申請は、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金

交付申請書（第１号様式）によって、市長が別に定める期日までに次の各号に掲げる書

類を添えて行わなければならない。 

⑴ 事業予算書（第２号様式） 

⑵ 預かり保育実施概要（第３号様式） 

⑶  その他市長が必要と認める書類 

２ 交付申請を行おうとする設置者は、補助対象事業を実施するうえで必要な場合におい

ては、前項の規定による申請の前に、事業に着手することができるものとする。 

（交付決定及び通知） 

第８条 市長は、条例第９条による申請が到達してから３０日以内に条例第１０条の決定

を行い、その旨を京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付決定通知書（第４

号様式）により通知する。 

（変更等の承認の申請） 

第９条 条例第１１条第１項第１号に規定する補助事業等の内容又は経費の配分の変更に

係る市長の承認の申請は京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金変更承認申請書

（第５号様式）により行うものとする。 

２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更とは事業予算書における各項目の予



算額の３割以内の減額による変更とする。 

３ 市長は、第１項による申請を受理し、申請内容の変更について必要と認めるときは京

都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金変更承認通知書（第６号様式）により通知

する。 

４ 条例第１１条第１項第１号による補助事業等の中止又は廃止に係る市長の承認の申請

は、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金中止・廃止承認申請書（第７号様式）

により行うものとする。 

５ 市長は、前項による申請を受理し、申請内容の中止又は廃止について承認することと

したときは、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金中止・廃止承認通知書（第８

号様式）により通知する。 

（実績報告） 

第１０条 条例第１８条の規定による実績報告は、市長が別に定める期日までに京都市私

立幼稚園等預かり保育推進事業補助金実績報告書（第９号様式）に次の各号に掲げる書

類を添えて行わなければならない。 

 ⑴ 事業報告書（第１０号様式） 

 ⑵ 収支決算書（第１１号様式） 
 ⑶ 領収書等、補助事業に要した費用及び費用を支出したことを証する資料 
 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付額の決定） 

第１１条 市長は、前条の報告書及び市長等が定める書類の審査、必要に応じて行う現地

調査その他の方法により、補助事業等の実績が補助金等の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合するか否かを調査し、適合すると認めるときは、実績報告の日から２

０日以内に、交付額を決定し、京都市運営事業補助金交付額決定通知書（第１２号様式）

により通知するものとする。ただし、同期間内に決定ができないやむを得ない理由があ

るときは、当該期間を延長することができる。 

（決定の取消） 

第１２条 市長は、事業者に対して、条例第２２条の規定により、補助金の交付決定の全

部若しくは一部を取り消し、又は交付予定額を変更することができる。 

２ 市長は、前項の規定により、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付額の

変更を決定するときは、聴聞または弁明の機会の付与の手続を経るものとする。 



３ 市長は、前項の手続を経て交付決定の取消し又は交付額の変更を決定したときは、設

置者に対し、速やかに、その旨を京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金決定取

消・変更通知書（第１３号様式）により通知するものとする。 

（交付の条件） 

第１３条 事業に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、証拠書類を整理し、 

 かつ、これらの書類を補助金の額の確定日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１４条 補助金の交付を受けて取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械、

器具及びその他の財産については、「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用

の増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用の増

加した財産の処分制限期間を定める件（平成１４年３月２５日文部科学省告示第５３号）」

で定める期間を準用し、その期間を経過するまで、市長の承認を受けないでこの補助金

の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取壊し、又は

廃棄してはならない。 

（補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、子ども若

者はぐくみ局長が別に定める。 

 

   附則 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成２６年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 

   附則（平成２７年５月２９日改正） 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成２７年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 



附則（平成２７年９月４日改正） 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成２７年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 

附則（平成２８年６月８日改正） 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成２８年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 

附則（平成２９年４月１日改正） 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成２９年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 

附則（平成３０年４月１日改正） 

（実施期日） 

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成３０年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。 

   附則（平成３１年４月１日改正） 

（実施期日）  

１ この要綱は、決定のあった日から実施し、平成３１年４月１日以降に申請のあった補

助金から適用する。  

   附則（令和２年４月１日改正） 

（実施期日）  

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

附則（令和３年４月１日改正） 

（実施期日）  

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附則（令和４年３月１日改正） 



（実施期日）  

１ この要綱は、令和４年３月１日から施行する。 

   附則（令和７年４月１日） 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

  



別表１（第６条関係） 

 通常保育日の預かり保育事業 

補助対象事業の要件（第４条関係） 

週あたりの 

実施日数 

１園あたりの補助単価（千円） 

１日あたりの預かり保育時間 

午前８時から通常

保育開始まで 

通常保育終了から

午後６時まで 

午前８時から午後

６時まで（正規の教

育時間を含む。） 

４日 
５０ ２００ 

３５０ 

５日 ５００ 

 

 

長期休業期間の預かり保育事業 

補助対象事業の要件（第４条関係） 

実施日数 

１園あたりの補助単価（千円） 

１日あたりの預かり保育時間 

６時間以上 ９時間以上 

２０日以上（第４条１項４

号） 
１６０ 

３０日以上（第４条１項４

号） 
２００ ３５０ 

長期休業期間の長期間預かり

保育（第４条２項） 
１，３００ ２，０００ 

  
  



別表２（第６条関係） 

 通常保育日の預かり保育事業 

補助対象事業の要件（第４条関係） 

週あたりの 

実施日数 

１園あたりの補助単価（千円） 

１日あたりの預かり保育時間 

午前８時から通常

保育開始まで 

通常保育終了から

午後６時まで 

午前８時から午後

６時まで（正規の教

育時間を含む。） 

４日 
４０ １６０ 

２８０ 

５日 ４００ 

 

 

長期休業期間の預かり保育事業 

補助対象事業の要件（第４条関係） 

実施日数 

１園あたりの補助単価（千円） 

１日あたりの預かり保育時間 

６時間以上 ９時間以上 

２０日以上（第４条１項４

号） 
１３０ 

３０日以上（第４条１項４

号） 
１６０ ２８０ 

長期休業期間の長期間預かり

保育（第４条２項） 
１０４０ １，６００ 

 



[第１号様式]（第７条関係） 
    年    月    日 

（あて先）京 都 市 長 
 

設置者所在地 
 
 

幼 稚 園 名 
 
 

設 置 者 名                                
 
 
 

  年度京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付申請書 
 
 

標記の件について、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第７条第１項に基

づき、下記のとおり申請します。 
 
 
 

記 
 
 
 

交付申請額   金      円 



[第２号様式]（第７条関係） 

  年度 京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金事業予算書 

 
           設置者所在地 
             幼稚園 設置者名                  
 
 
収 入 

項    目 金  額（円） 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金  

保育料等その他収入  

収入合計  
 
 
 
支 出 

項    目 金  額（円） 

教材費  

備品購入費  

消耗品費  

光熱水費  

人件費  

その他預かり保育事業に必要と認められる経費  

支出合計  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

[第３号様式]（第７条関係）

・実施曜日及び時間　

  保護者に周知している預かり保育の実施時間（預かりを実施できる体制が整っている時間）を記入。

・利用料金（保護者負担）

円

・長期休業期間における預かり保育実施時間及び実施日数

・利用料金（保護者負担）

～ ：

    年度京都市私立幼稚園等預かり保育実施概要

１　通常保育時における預かり保育事業実施概要

曜　日 通常保育開始前 通常保育終了後

（ 月 ） ：

：

～ ： ：

～ ：

（ 火 ） ： ～ ： ： ～ ：

（ 水 ）

：

～ ： ：

～ ： ： ：

（ 木 ） ： ～ ： ： ～ ：

（ 金 ） ～

日

預かり保育実施時間 ： ～

上記1週間において、全預かり保育時間（フルタイム）を利用した場合

２　長期休業期間における預かり保育事業実施概要

春季休暇
（４月）

休業期間 年 月

預かり保育実施日数 日（家庭保育協力日含む）

年

夏季休暇

休業期間 年

日 ～

日（家庭保育協力日含む）

月

～ 年 月

預かり保育実施日数

日

：

冬季休暇

休業期間 年

月 日

月 日

預かり保育実施時間 ： ～ ：

月 日 ～ 年

月 日

預かり保育実施時間 ： ～ ：

預かり保育実施日数 日（家庭保育協力日含む）

休業期間 年 月 日 ～ 年

円

※　預かり保育の「実施日および実施時間」が確認できる年間計画または、保護者向けの
預かり保育の募集案等、預かり保育を実施する体制にあることがわかる資料を添付するこ
と。

預かり保育実施時間 ： ～ ：

預かり保育実施日数 日（家庭保育協力日含む）

長期休業期間における
補助対象事業の要件
※いずれか一つに〇

１日６時間以上、かつ合計実施日数２０日以上

１日６時間以上、かつ合計実施日数３０日以上

春季休暇
（３月）

１日６時間以上、かつお盆と年末年始を除くすべての日におい

て実施（長期間預かり保育）

１日９時間以上、かつ合計実施日数２０日以上

１日９時間以上、かつ合計実施日数３０日以上

１日９時間以上、かつお盆と年末年始を除くすべての日におい
て実施（長期間預かり保育）

「夏季」休業期間の「ある１週間」において、全預かり保育時間（フルタイム）を利用した場合



第４号様式（第８条関係） 

 

京都市指令  第   号 

  年  月  日 

 

            様 

 京 都 市 長 

                             担当 

電話 

 

 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金 

交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請がありました標記補助金については、下記のとおり交付することを決

定しましたので、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、

通知します。 

 

記 

 

１ 補助金交付予定額               円 

 

２ 交付条件 

⑴ 使途目的以外に使用しないこと。 

⑵ 本市が求める報告（書類の提出を含む。）及び検査（立入検査を含む。）に協力すること。 

⑶ 事業の内容等を変更しようとするときは、事前に市長の承認を得ること。 

⑷ 事業を中止又は廃止しようとするときは、事前に市長の承認を得ること。 

⑸ 事業の遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けること。 

⑹ 交付に当たっては、市長の定める期日までに京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金実績

報告書（第９号様式）に必要書類を添えて、実績報告を行わなければならない。 

⑺ 補助の使途に関して明らかになるべき帳簿及び証拠書類を本年度終了後、５年間保管すること。 

⑻ 上記各号のいずれかに違反した場合は、京都市補助金等の交付等に関する条例第２２条第１項に

より、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付予定額若しくは交付額を変更

することがある。 

⑼ 事業計画の実施により取得し、又は効用の増加した価格が５０万円以上の機械、器具及びその他

の財産については、「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産のうち処

分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間を定める

件（平成１４年３月２５日文部科学省告示第５３号」で定める期間を準用し、その期間を経過する

まで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、担保に供し、取壊し、又は廃棄してはならない。 



 

⑽ その他、補助金の交付を受ける事業者は、京都市補助金等の交付等に関する条例、京都市補助金

等の交付等に関する条例施行規則及び京都市民間保育園等における翻訳機等購入事業補助金交付

要綱の規定を遵守すること。 

 

 

 この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都

市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日
の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 
 また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都

市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都
地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、
京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し
たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 



 [第５号様式]（第９条関係） 
    年    月    日 

（あて先）京 都 市 長 
 

設置者所在地 
 

幼 稚 園 名 
 

設 置 者 名                                
 

 年度京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金に係る変更承認申請書 
 

標記の件について、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第９条第１項に基づ

き、下記のとおり変更の承認を申請します。 

 
記 

１ 変更の承認を求める事項 
収 入 

項    目 金  額（円） 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金   

保育料等その他収入  
  

収入合計  
支 出 

変更する項目 金  額（円） 

  

支出合計  
 
２ 変更の承認を求める事項の詳細及び理由 
 



第６号様式（第９条関係） 

 

京都市指令   第   号 

  年   月   日 

 

       様 

京 都 市 長 

担当  

電話  

 

 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金 

変更承認通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請がありました標記補助金の変更申請について、承認しましたので、京

都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第９条第３項の規定に基づき、通知します。 

 



 [第７号様式]（第９条関係） 
    年    月    日 

（あて先）京 都 市 長 
 

設置者所在地 
 

幼 稚 園 名 
 

設 置 者 名                                
 
 

    年度京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金に係る 
中止・廃止承認申請書 

 
 

標記の件について、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第９条第４項に基づ

き、下記のとおり   の承認を申請します。 

 
 

記 
 
 
１ 中止・廃止の承認を求める事項の詳細及び理由 
 

 



第８号様式（第９条関係） 

 

京都市指令   第   号 

  年   月   日 

 

       様 

京 都 市 長 

担当  

                                                          電話  

 

 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金 

中止・廃止承認通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請がありました補助金の中止・廃止について、承認しましたので、京都

市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第９条第５項の規定に基づき、通知します。 



 [第９号様式]（第１０条関係） 
    年    月    日 

（あて先）京 都 市 長 
 

設置者所在地 
 
 

幼 稚 園 名 
 
 

設 置 者 名                                 
 
 
 

    年度京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金実績報告書について 
 
 

  年  月  日付け第   号により交付のあった標記の件について、京都市私立幼

稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第１０条１項に基づき、下記のとおり報告します。 
 
 
 
                     記 
 
 
１  事業報告書        別紙のとおり 
 
 
 
２  収支決算書        別紙のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



 

[第10号様式]（第１０条関係）

年 月 日

設置者所在地

幼 稚 園 名

設 置 者 名

標記の件について、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第10条第1項に基づき、
下記のとおり事業完了しましたので報告します。

１　通常保育時における預かり保育事業について

２　長期休業期間における預かり保育事業について

（１）条件　　※該当する条件のいずれかに〇を付すこと。

（２）長期休業期間における預かり保育実施日数及び利用者数

   年度京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金に係る事業報告書

記

（１）預かり保育利用者数　※当該年度１０月の実績について記入すること。

①正規の教育時間前・後の預かり保育を両方利用した者の数（延べ人数） 人

（あて先）京 都 市 長

②のうち、「午前８時以前から正規の教育時間開始まで」の利用者数（延べ人数） 人

③正規の教育時間終了後の預かり保育のみを利用した者の数（延べ人数） 人

①のうち、「午前８時以前から正規の教育時間開始までの預かり保育」及び「正
規の教育時間終了から午後６時以降までの預かり保育」を両方利用した者の数
（延べ人数）

人

②正規の教育時間開始前の預かり保育のみを利用した者の数（延べ人数） 人

１日６時間以上、かつお盆と年末年始を除くすべての日において実施

１日９時間以上、かつ長期休業期間中２０日以上実施

１日９時間以上、かつ長期休業期間中３０日以上実施

③のうち、「正規の教育時間終了から午後６時以降まで」の利用者数（延べ人数） 人

１日６時間以上、かつ長期休業期間中２０日以上実施

１日６時間以上、かつ長期休業期間中３０日以上実施

夏季休暇
預かり保育実施日数（家庭保育協力日含む） 日

利用者数（延べ人数） 人

１日９時間以上、かつお盆と年末年始を除くすべての日において実施

春季休暇（４月）
預かり保育実施日数（家庭保育協力日含む） 日

利用者数（延べ人数） 人

春季休暇（３月）
預かり保育実施日数（家庭保育協力日含む） 日

利用者数（延べ人数） 人

冬季休暇
預かり保育実施日数（家庭保育協力日含む） 日

利用者数（延べ人数） 人



 
[第１１号様式]（第１０条関係） 

    年度 京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金収支決算書 

 
設置者所在地 

                     幼稚園 設置者名                                    
 
 
収 入 

項    目 金  額（円） 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金  

保育料等その他収入  

収入合計  
 
 
 
支 出 

項    目 金  額（円） 

教材費                  

備品購入費                

消耗品費                 

光熱水費                 

人件費                  

その他預かり保育事業に必要と認められる経費  

支出合計  
 

 
 
 
 
 
 

 

 



 

第１２号様式（第１１条関係） 

京都市指令   第   号 

  年   月   日 

 

       様 

京 都 市 長 

担当            

電話            

 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金 

交付額決定通知書 

 

 補助金交付額を確定したので、京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金交付要綱第１１条第 1

項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

補助金交付確定額                     円 

 

 

 

 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都市

長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌
日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市

長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都地方
裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、京都市
長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合

は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処
分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 



第１３号様式（第１２条関係） 

京都市指令   第   号 

  年   月   日 

 

       様 

京 都 市 長 

担当  

電話  

 

京都市私立幼稚園等預かり保育推進事業補助金 

決定取消・変更通知書 

 

   年  月  日第     号により交付決定を行った標記補助金について、京都市補助金等

の交付等に関する条例第２２条の規定により、取消し等を行いましたので、京都市私立幼稚園等預か

り保育推進事業補助金要綱第１２条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 取消・変更の内容 

 

 

２ 取消・変更の理由 

 

 

【教示】 

この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３箇月以内に、京都

市長に対して審査請求をすることができます。ただし、当該期間内であっても、この決定があった日

の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

 また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都

市長の裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６箇月以内に、京都市を被告として、京都

地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表する者は、

京都市長となります。）ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求

をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過し

たときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。 

 

 


